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作成日：令和6年2月15日

※ 新規患者報告数（定点）については、各々その日を含む週における報告数を掲載している（例：5月10日のところには、 5月8日～5月14日の週における報告数を掲載している）。
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〔 １０月以降の移行期間における入院受入れ体制のイメージ 〕

入院先
令和５年10月1日～
（移行期間）

令和６年4月1日～
（通常の医療提供体制に完全移行）

区分 段階 ０ 段階 １ 段階 ２ 段階 ３

即応病床数
（重症・中等症Ⅱ）

０床 １９２床 ７７０床 ７７０床＋α

「段階」移行基準（※２）
入院者数１，５４２人（最大入院者
数の１/３）を目安に段階１へ移行

入院者数２，３１３人（最大入院者
数の１/２）を目安に段階２へ移行

入院者数３，７００人（最大入院者
数の８割）を目安に段階３へ移行

―

※１ 病床確保計画において、以下のとおり「段階」移行する。

確保病床を有する
医療機関

受入れ経験のある
医療機関

受入れ経験のない
医療機関

幅広い医療機関
（確保病床なし）

○医療機関の機能に応じた役割分担の明確化や連携
・重症・中等症Ⅱの患者 ：地域の基幹病院で対応
・軽症・中等症Ⅰの患者 ：その他の医療機関で対応
・転院可能な入院患者 ：その他の医療機関で対応

重症・中等症Ⅱの患者に対応する病床（※１）

※２ オミクロン株流行の最大入院者数（４，６２５人）で移行基準を設定。

コロナ軽症者で転院可能な患者、コロナ療養終了後基礎疾患で
入院管理が可能な患者の転院先を確保し、医療のひっ迫を防ぐ
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令和６年２月２２日 

福岡県保健医療介護部 

がん感染症疾病対策課 

改正感染症法に基づく医療措置協定について 

１ 感染症法の改正（令和 4年 12 月 9 日公布） 

（１）改正の趣旨

新型コロナへの対応を踏まえ、新興感染症の発生及びまん延に備えるため、医療提供体制の

整備等を行う。 

（２）主な改正内容

① 医療措置協定（医療提供体制の確保に関する協定）

都道府県と医療機関との間で協定を締結する仕組みを法定化 

・ 公的医療機関等に感染症発生・まん延時に医療提供を義務付け（第 36 条の 2）

・ 都道府県は医療機関の管理者と協議し、合意が成立したとき協定を締結（第 36 条の 3）

・ 協議を求められた医療機関の管理者は、その求めに応じることを義務付け（第 36 条の 3）

② 感染症予防計画

都道府県が定める予防計画に医療提供体制に関する数値目標（協定締結数等）を設定

２ 医療措置協定 

（１）前提

① 想定する新興感染症

新型インフルエンザ等感染症、指定感染症、新感染症

※ 協定締結に当たっては、新型コロナへの対応を想定

※ 実際に発生・まん延した感染症が、事前の想定と大きく異なる事態となった場合は、新型コロナ

への対応を参考に、国がその感染症の特性に合わせた対応を判断

② 新興感染症発生からの一連の対応

ア 発生早期（新興感染症発生から法に基づく厚生労働大臣による発生の公表前まで）

感染症指定医療機関の感染症病床を中心に対応する。

イ 流行初期（発生の公表から３か月程度まで）

流行初期には、まずは感染症指定医療機関が引き続き対応し、感染症指定医療機関以外の

流行初期医療確保措置の対象となる協定を締結した医療機関も対応する。 

ウ 流行初期以降（流行初期経過後から３か月程度まで）

まずは公的医療機関等や対応可能な医療機関が対応し、その後順次速やかに、協定を締

結した全ての医療機関で対応する。 

ウ 流行初期以降イ 流行初期ア 発生早期

感染症指定医療機関（感染症病床） 

流行初期医療確保措置の対象となる協定締結医療機関 

全ての協定締結医療機関 
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（２）協定内容

① 協定の締結先

病院、診療所

※ その他、薬局及び訪問看護事業所とも協定を締結

② 協定項目

入院、発熱外来、自宅療養者等への医療提供、後方支援、人材派遣、個人防護具の備蓄等

締結先 入院 発熱 

外来 

自宅 

療養者等 

後方 

支援 

人材 

派遣 

個人 

防護具 

病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

有床診療所 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

無床診療所 － ○ ○ － ○ ○ 

（３）協定の履行に係る費用

① 流行初期医療確保措置（減収補てん）

流行初期に入院や発熱外来に対応する協定を締結し、実際に対応した医療機関については、 

診療報酬の上乗せや補助金等が充実するまでの一定期間に限り、財政的な支援が行われる、 

流行初期医療確保措置の対象となる。 

② 施設・設備整備補助

協定を締結した医療機関については、感染症対応に係る施設・設備整備の補助対象となる。

なお、交付要綱については、今年度中に国（厚生労働省）から示される予定。

引用： 令和５年度厚生労働省補正予算（厚生労働省ホームページ） 
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３ 県の対応 

（１）基本的な考え方 

  ・ 新型コロナへの対応において、県医師会、郡市医師会、医療機関のご尽力により、医療提供

体制を維持し、医療のひっ迫を防ぐことができた。 

・ 新興感染症への対応においても、引き続き、皆様にご協力をお願いし、新型コロナ対応で最

大規模の医療提供体制を確保できるよう、医療機関と協定を締結していく。 

    ※ 今年度、改定する福岡県感染症予防計画において、上記体制を基に数値目標案を設定 

 

【参考】福岡県感染症予防計画で定める数値目標案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）対応の方向性 

  ・ 協定締結に当たっては、幅広い医療機関が新興感染症に対応し、重症度に応じた入院の受入 

れ、外来対応や後方支援等、役割分担が図られるよう、県（本庁）が主体となって、保健所と

ともに、県医師会、郡市医師会と連携して調整していく。 

 また、地域新型インフルエンザ対策会議等の協議体を活用し、平時から関係者間の情報共有

を図る。 

 

区分 項目 流行初期 流行初期以降
①　入院病床数（感染症病床は除く） 350床 2,000床
　　うち重症者用   うち80床   うち200床
②　発熱外来機関数 55機関 2,100機関
③　自宅療養者等への医療提供機関数
　ア　病院・診療所
　イ　薬局
　ウ　訪問看護事業所

　ア　1,000機関
　イ　1,000機関
　ウ　　150機関

④　後方支援機関数 200機関

⑤　人材派遣人数
医師  　20人
看護師　20人

物資の確保
⑥　個人防護具を十分に備蓄する協定
　締結機関数

医療提供体制

協定締結医療機関（病院・診療所・訪問看
護事業所）のうち８割以上
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